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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。                                                      

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第37期は転換社債を、第39期、第40期及び第41期は新株予約

権をそれぞれ発行しており、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高(百万円) 3,156 2,390 3,094 3,045 4,234 

経常損失(百万円) 957 523 597 979 251 

当期純損益(百万円) △2,297 1,803 △812 △96 △621 

純資産額(百万円) △2,658 379 351 4,372 7,950 

総資産額(百万円) 4,704 3,286 3,499 4,655 8,306 

１株当たり純資産額(円) △27.38 1.63 1.01 5.77 8.17 

１株当たり当期純損益金額

(円) 
△25.79 15.10 △3.10 △0.19 △0.70 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額(円) 
－ 11.56 － － － 

自己資本比率(％) △56.5 11.5 10.0 93.9 95.7 

自己資本利益率(％) － △158.2 － △4.1 △10.1 

株価収益率(倍) － 0.99 － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△269 △196 △84 △1,286 △2,228 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
585 289 △521 △1,075 △1,099 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△65 △145 841 2,695 4,210 

現金及び現金同等物の期末残

高(百万円) 
602 549 786 1,120 2,011 

従業員数(人) 52 46 75 102 123 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。                           

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第37期は転換社債を、第39期及び第41期は新株予約権をそれ

ぞれ発行しており、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高(百万円) 3,036 2,258 2,694 2,831 4,188 

経常損失(百万円) 572 404 422 661 213 

当期純損益(百万円) △2,300 1,728 △744 36 △585 

資本金(百万円) 8,491 9,166 9,614 11,721 6,150 

発行済株式総数(千株) 97,086 232,657 344,657 757,657 972,657 

純資産額(百万円) △2,627 335 375 4,412 8,018 

総資産額(百万円) 4,548 3,240 3,388 4,737 8,400 

１株当たり純資産額(円) △27.06 1.44 1.08 5.82 8.24 

１株当たり配当額(円) 

(内１株当たり中間配当額

(円)) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

１株当たり当期純損益金額

(円) 
△25.83 14.47 △2.84 0.07 △0.66 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額(円) 
－ 11.08 － 0.05 － 

自己資本比率(％) △57.8 10.4 11.1 93.1 95.4 

自己資本利益率(％) － △150.8 － 1.5 △9.4 

株価収益率(倍) － 1.04 － 242.86 － 

配当性向(％) － － － － － 

従業員数(人) 52 46 52 45 65 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和40年５月 資本金750万円をもって東京サンゴ株式会社設立（東京都杉並区阿佐谷北４丁目６番22号）、サン

ゴ、真珠を中心に卸売業を開始 

昭和43年６月 本社移転（東京都杉並区方南１丁目51番26号） 

昭和52年３月 本社移転（東京都杉並区高円寺南５丁目７番２号）。東京サンゴ株式会社から株式会社宝林に商

号変更 

昭和58年４月 関西、中国、北陸方面の販売網強化とサービス向上のため、大阪支社（大阪市北区鶴野町４丁目

11番朝日プラザ梅田1003）を開設 

昭和58年６月 本社移転（東京都新宿区市谷台町８番地）。新社屋竣工 

昭和61年２月 宝飾品メーカーの街甲府市に、甲府支社（山梨県甲府市住吉１丁目15番６号）を開設、卸販売網

を一層強化 

昭和62年４月 甲府支社移転（山梨県中巨摩郡昭和町清水新居字小松田385番２）。新社屋竣工 

昭和63年９月 ダイヤルース（裸石）を中心とした販売を強化するため、宝飾品の街東京都の御徒町に、上野支

社（東京都台東区上野５丁目15番15号 中田ビル）を開設 

平成元年７月 空枠製品の販売分野へ進出 

平成２年12月 社団法人日本証券業協会（現日本証券業協会）へ店頭登録し株式を公開 

平成３年１月 真珠の街神戸市に神戸支社（兵庫県神戸市中央区元町通り２丁目９番１号元町プラザ602号）を開

設、真珠部門を拡大強化 

平成３年10月 事業の多角化を目的として100％出資の子会社㈱リヨン企画を設立 

平成３年11月 大阪支社移転（大阪府大阪市淀川区新北野２丁目11番27号）。新社屋竣工 

平成４年６月 上野支社の営業課を本社に移し、名称を上野事務所と改称すると同時に本社営業部門を拡大強化 

平成６年３月 業容拡大のため㈱ジェムパール（現㈱アムールコーポレーション）の全株式を取得し子会社とす

る 

平成６年７月 事業の多角化を目的として100％出資の子会社㈱ジェムプランニングを設立 

平成６年９月 業容拡大のため㈱鳥海商会（現㈱宝林洋行）の全株式を取得し子会社とする 

平成６年11月 業容拡大のため㈱イサカの全株式を取得し子会社とする 

平成８年11月 ダイヤルース（裸石）部門の営業二部を、本社から上野事務所へ移し、ダイヤ部門の営業強化 

平成８年11月 ㈱ニッポジェムと業務提携し、ダイヤ業務の密接な協力体制のもとに市場シェア拡大 

平成９年９月 大阪支社移転（大阪府大阪市中央区南船場３丁目１番８号南船場大治ビル６階） 

平成９年９月 子会社ホーリンベルギーを設立 

平成９年10月 子会社㈱ジェムプランニングと㈱イサカが合併し、㈱宝仙として新発足 

平成10年３月 子会社㈱宝林洋行を会社整理 

平成10年６月 神戸支社を閉鎖 

平成10年11月 甲府支社を閉鎖。製作部門の外注化、真珠部門の廃止等によりスリム化し人員の大幅削減実施 

平成11年６月 本社移転（東京都台東区上野５丁目23番14号） 

平成11年７月 子会社ホーリンベルギーを閉鎖 

平成11年９月 ㈱東京オークションハウスと業務提携し、オークション事業へ進出 

平成11年９月 ㈱ブイシンクと業務提携し、音楽配信機器販売事業へ進出 

平成11年10月 株式会社宝林から株式会社ジャパンオークションシステムズに商号変更 

平成11年12月 オークションハウス御徒町店を開設 

平成13年３月 空枠製品の卸専門店「Ｈ＆Ｒ」開設 

平成13年９月 子会社㈱宝石のアムールは㈱アムールコーポレーションに商号変更 

平成13年９月 オークションハウス御徒町店を閉鎖 

平成14年１月 ㈱ブイシンクとの業務提携解消 

平成14年１月 ㈱東京オークションハウスとの業務提携解消 

平成14年２月 子会社㈱アムールコーポレーションの50％出資により、台湾に合弁会社「華和愛科技股分有限公

司」を設立 

平成14年10月 子会社華和愛科技股分有限公司を閉鎖 

平成15年６月 事業の多角化を目的として㈱ゲインホールディングの株式51％を取得し子会社とする 

平成15年７月 事業の多角化を目的として㈲キーズの株式100％を取得し子会社とする 

 



年月 事項 

平成15年８月 業容拡大のため㈱サハダイヤモンドの株式58％を取得し子会社とする 

平成16年10月 株式会社ジャパンオークションシステムズから株式会社サハダイヤモンドに商号変更  

平成16年10月 子会社、㈲キーズの出資を譲渡 

平成16年11月 海外(欧州)販売拠点確保のため㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリングの株式100％を取

得し子会社とする   

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年１月 子会社4社、㈱リヨン企画、㈱宝仙、㈱アムールコーポレーション、㈱ゲイン・ホールディングの

株式を譲渡  

平成17年３月 本社新社屋取得（東京都墨田区千歳３丁目12番７号） 

平成17年４月 本社1階にショールームを開設 

平成17年６月 本社移転（東京都墨田区千歳３丁目12番７号）  

平成17年７月 国内においてダイヤモンドの輸入販売を行う子会社、株式会社サハダイヤモンド・エイペルを

EPL Diamond Ltd.（エイペル ダイヤモンド社）と合弁にて設立（50％出資） 

平成17年10月 東京・御徒町に空枠専門店を開設 



３【事業の内容】 

 （１）企業集団の現状 

   前連結会計年度において、宝飾品事業以外の関係子会社につきましては、全て株式譲渡等を行い、当企業集団より

切り離しております。また、当連結会計年度において、新たに㈱サハダイヤモンド・エイペルが加わり、当社の企業

集団は、現状４社で構成されており、国内外においてダイヤモンド原石と研磨石の販売、並びに国内において空枠、

リング・ペンダント類の販売を行っております。 

 当社企業集団の主力商品であるダイヤモンドの仕入れは、ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国における当社子会

社、㈱サハダイヤモンドが、アルロサ社（国営ダイヤモンド生産採掘企業）の100％子会社であるヤプタ社他より、

直接買い付けを行った後自社工場で研磨したダイヤモンドと原石の一部を当社へ輸出しております。  

  また、㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリングは、平成16年11月にその株式の100％を取得した子会社であ

り、主として当社と子会社のサハダイヤモンド社よりダイヤモンドを仕入れ、販売面においては、世界中のバイヤー

が集まるベルギーで積極的に販売を展開しております。 

   当社グループの事業内容及び現状の当社と関係会社の事業系統図につきましては、以下のとおりであります。 

  （注） 平成17年７月19日付けで設立いたしました、㈱サハダイヤモンド・エイペルにつきましては、現在、営業開

始に向けて体制を整えております。 

（子会社の異動）  

 （２）事業内容 

   当社グループは、創業以来40年余りの経験を活かした宝飾品事業の総合卸売企業として、ロシア連邦サハ（ヤクー

チア）共和国産のダイヤモンドを原石購入し、研磨した「ダイヤモンド・ルース」を国内外へ販売することを主軸と

しております。また宝飾品事業の拡大と収益基盤をより強固に構築して企業価値を高めることが重要であると考え、

「ダイヤモンド・ルース」事業のほか、「品質・価格を重視した商品」、「オリジナリティーな商品」をモットーに

リング・ペンダント等の「ジュエリー」の企画・開発・販売も行っております。 

  ①ダイヤモンド・ルース事業 

   当社とロシア連邦サハ共和国とのダイヤモンド事業に係る合意書の調印により、同国の「サハダイヤモンド社」を

子会社とし、原石の買付から研磨したダイヤモンド・ルースを輸出する体制を構築しております。 

   また、そのサハ（ヤクーチア）共和国産ダイヤモンドをベルギー、香港、バンコク等の市場、日本国内の宝飾卸業

者・バイヤー、並びに一般消費者の皆様へ販売し、ダイヤモンド・ルース事業を推進しております。 

  ②ジュエリー事業 

   国内外で最新の技術を駆使した工場で製作された商品を、社内でさらに厳しい品質チェックを行いながら全国の宝

石貴金属専門問屋、小売店、並びに一般消費者の皆様へ販売しております。  

異動年月日 会社名 譲渡及び取得手段 業種 

平成17年７月19日   株式会社サハダイヤモンド・エイペル   合弁出資設立    ダイヤモンド販売 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 (注）１. 特定子会社に該当しております。  

    ２. 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。  

    ３. ㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリングについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。  

       主要な損益情報等 （1）売上高    443百万円    （4）純資産額     △15百万円  

                （2）経常損失    11百万円    （5）総資産額      227百万円 

                （3）当期純損失   11百万円 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 当連結グループにつきましては、宝飾品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載はしておらず、事業部門別の従

業員数を示すと次のとおりであります。 

（注）１．従業員数は、就業人員を表示しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ21名増加しましたのは、小売事業への進出にともない、営業企画部門の

新設のほかインターネット、ショールーム等の要因確保により増加したものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

２．従業員数は、就業人員を表示しております。 

３．従業員数が前期末に比べ20名増加しましたのは、小売事業への進出にともない、営業企画部門の新設のほか

インターネット、ショールーム等の要因確保により増加したものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％) 

関係内容 

㈱サハダイヤモンド  

（注）１ 

ロシア連邦サ

ハ（ヤクーチ

ア）共和国 

1,400千ルー

ブル 
 宝飾品事業 58 

資金援助及び役員の兼任あり 

当社商品（ダイヤモンド）の製造（研磨） 

㈱サハダイヤモンド 

マニュファクチュアリ

ング  

（注）１、３ 

ベルギー ア

ントワープ 
18千ユーロ   宝飾品事業 100 

資金援助 

当社商品（ダイヤモンド）の販売 

㈱サハダイヤモンド・

エイペル 

（注）２ 

 東京都墨田区  50  宝飾品事業 50 

 資金援助及び役員の兼任あり 

ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国産ダ

イヤモンドの販売 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

・宝飾品事業部門  106 

・管理部門 17 

合計 123 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

65  33才11ヶ月 2年2ヶ月 3,778,631   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、堅調な内需や輸出の拡大を背景に、企業収益の改善とともに設備投資の増

加や有効求人倍率の好転と個人消費の持ち直しの動きが見られるなど、景気は緩やかな回復基調の中で推移いたしまし

た。しかしながら、長引く原油価格の高騰は、製品原価の引き上げや光熱費など家計支出の増加につながり、懸念材料

になっております。 

 このような状況下、当社グループは、事業の再構築一環として創業当初の宝飾品を中心としたダイヤモンド事業に特

化するとともに、卸売からエンド・ユーザーのニーズを意識した小売事業を展開するなど、販路の切替等に取り組んで

まいりました。 

 小売業を手掛けるにあたり、先ずインターネット上のオンライン・ショップを「楽天市場」、並びに「Yahoo!ショッ

ピング」に出店いたしました。また、本社移転にともない本社内にショールームを新設し、常時ダイヤモンド商品を展

示しながら販売強化を行ってまいりました。この他小売を始めるにあたり、ロゴマークはお客様にとって当社のイメー

ジを左右するものと考え、新しいロゴマークを制定いたしました。この新ロゴマークは、ダイヤモンドの「原石」と

「光」をイメージしております。  

 営業面におきましては、東京・御徒町に「空枠」（メイン・ストーンを入れる前の枠）を販売する専門店を新設いた

しました。業界のアンテナ・ショップとしての役割も担っております。   

 一方、海外におきましては、昨秋、子会社サハダイヤモンド社においてモスクワ事務所を開設いたしました。ロシア

国内におけるダイヤモンド市場の情報収集とマーケットの開拓を目的としております。更に、今後のダイヤモンド事業

の拡大に備え、ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国において、地方行政府の協力の下、第二研磨工場の新設を含めた

新事業も推進しております。  

 財務面におきましては、前連結会計年度において金融負債のない無借金会社となりましたが、当連結会計年度におき

ましては、減資を行ったことにより、繰延損失（73億円）を一掃し、当連結会計年度末現在、資本の額は、6,150百万

円、株主資本比率95.7％、1株当たり株主資本8.17円と健全な財務内容となっております。  

 以上の結果、当連結会計年度における連結売上高は、海外への販売を中心に伸びて4,234百万円（前期比39.0％増）

と大幅に増加いたしました。一方、損益面において売上総利益は、649百万円と前期比大幅に改善があったものの、催

事の費用等小売事業への進出による諸費用、来期を見据えた人員の増加等が影響し、販売費および一般管理費は、前期

比では改善されましたが、最終的には、251百万円の経常損失（前年同期の経常損失は、979百万円）となりました。 

 特別損益面では、貸倒引当金繰入額、投資有価証券評価損等の特別損失の計上等により、最終的に連結ベースにおけ

る当期純損失は、621百万円となりました。 

    当連結会計年度から事業の種類別セグメント別売上につきましては、宝飾品事業に専念したことにより、同事業にお

ける売上高は4,214百万円（前年同期比46.3％増）となり、その他不動産賃貸部門における売上高は20百万円となりま

した。また、宝飾品事業における商品仕入実績は3,584百万円（同33.0％増）となりました。  

    所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。  

 ① 日本 

  国内は、宝飾品事業に専念し、小売を手掛けたこと等により、売上高は4,188百万円（前年同期比39.7％増）とな

り、コスト削減等を図りましたが、来期以降の新たな事業展開を見据えた先行投資等もあり、営業損失は343百万円

（前年同期は営業利益6百万円）となりました。 

 ② ヨーロッパ 

   ロシア、ベルギーにつきましては、ベルギー子会社の当連結会計年度からの実質本格稼動等もあり、売上高は

1,808百万円（同77.1％増）となり、国内同様コスト削減等図りましたが、前年同期実績に比し、損失額は減少した

ものの営業損失は28百万円となりました。               

    なお、上記所在地別セグメントの金額は、当社グループ間における取引について相殺消去した上でグループ全体の連

結財務諸表に記載しております。  



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の増加、投資有価証券の増加等

の要因により一部相殺されたものの、株式発行による収入が大きく増加したことにより、前連結会計年度末に比べ890百

万円増加し、当連結会計年度末には2,011百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において営業活動における資金の減少は、2,228百万円（前年同期比73.3％増）となりました。これは

主に税金等調整前当期純損失が618百万円、貸倒引当金の増加が349百万円、たな卸資産の増加が1,759百万円、未収消費

税の増加が81百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動による資金の減少は、1,099百万円（同2.2％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得が94百万円、

投資有価証券の取得が943百万円、貸付金による支出が98百万円、貸付金の回収による収入が109百万円、投資有価証券の

売却による収入が420百万円あったこと等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の増加は、4,210百万円（同56.2％増）となりました。これは主に株式発行による収入が4,185百万

円あったこと等によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

    当社グループは宝飾品事業の売上高、営業損益及び資産の金額が全セグメントの合計額に占める割合の90％超で

あるため、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりませ

ん。  

    このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績

に関連付けて示しております。  

項目 
前連結会計年度

(平成16.4.1～平成17.3.31)
当連結会計年度

(平成17.4.1～平成18.3.31) 増減 

営業活動による連結キャッシュ・フロー △1,286百万円     △2,228百万円  △942百万円 

投資活動による連結キャッシュ・フロー △1,075百万円 △1,099百万円  △23百万円 

財務活動による連結キャッシュ・フロー 2,695百万円 4,210百万円  1,514百万円 

現金及び現金同等物の増加 334百万円 890百万円  556百万円 



３【対処すべき課題】 

（１）当社グループの現状の認識について 

 宝飾品事業を取り巻く経営環境は、個人消費が緩やかに回復しているものの、依然として厳しい状況が続くものと考

えております。このような環境の中、当社は、引続きダイヤモンドを中心とした宝飾品事業に特化した体制作りに徹し

ます。サハ（ヤクーチア）共和国の子会社が有利な原石を購入して、かつ、同社の自社工場で研磨を行った利益率の高

いダイヤモンドをベルギーの子会社を通じて世界市場に向け積極的な販売を展開してまいります。利益計画の根幹をな

すものとしてロシア産原石の安定購入と海外販売拠点の早期構築のもと、粗利の確保と資金回収の早期化を図ります。

また、当社ブランドの知名度アップと併せ、商品の良質性、コストパフォーマンスの優秀性をマーケットに浸透させて

まいります。 

 国内市場におきましては、日本で唯一、ロシア産ダイヤモンド原石の仕入から研磨までを手掛ける有利性を活かし

て、従来以上に販売を積極展開してまいります。 

 ショールームの併設と同時に、ブライダル市場におけるエンゲージリングに限った小売販売に進出いたしました。販

売の方法は、ショールームとインターネットの活用により、当社子会社で原石仕入から研磨までを手がけた競争力のあ

る“バージンダイヤモンド”を全面的に打ち出してまいります。 

（２）当面の対処すべき課題の内容 

 当社グループは、ダイヤモンドを中心とした宝飾品事業に特化し、創業当初の卸売に加えて新たに小売部門における

販売事業を手掛けながら、消費者の皆様に満足いく商品を提供することを第一に考え、収益面においての黒字定着化を

目指します。  

（３）対処方針 

 当社は、今後、安定した配当実施、並びに収益面における黒字定着化を図るために、早急に本業における収益基盤の

確立を目指します。平成19年３月期においては、過去の赤字体質企業からの脱却を図り、引続き売上総利益の向上を目

指しながら、小売事業における販売部門の拡張を行ってまいります。 

（４）具体的な取組状況等 

 当社では、「お客様の喜びを自分の喜びとする企業であること。」、「自らが市場を創造できる企業であること。」

そして「社会人として個性豊かな社員を育成する。」の経営理念の基、ダイヤモンドを中心とする宝飾品事業の拡大を

図っておりますが、今後、次の事項を重点的に取り組んでまいります。 

①サハ共和国における子会社は、ダイヤ原石の購入量及びルースの取引量の拡大を図るとともに、特にアルロサ社との

取引で大粒原石の購入により、当社における売上高・粗利益の向上に寄与させる。 

②ショールームとインターネットの活用により、販売拡張、並びに収益拡大に努める。 

③空枠販売については、新商品の企画開発に注力し、アンテナショップとして販売強化に努める。 

④営業力の強化を図るため、営業社員に対する徹底した教育体制を構築し、社内体質の強化を図る。 

⑤経費の削減を図り、収益性の向上に努めるため、経費コストの徹底した見直し及び改善を実施する。 

⑥実績管理の徹底を図り、収益目標を達成していく。  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。 

 また、当社としては必ずしも事業上リスクとは考えていない事項につきましても、投資者の投資判断上、重要であ

ると考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。 

 （1）資金調達について  

 次年度における利益計画等は、金融支援による財務体質の強化が絶対条件であります。したがいまして、今後予定

しております資金調達面で新株予約権が行使されない場合、ダイヤモンド原石購入資金が不足し、計画が実現できな

い恐れがあります。 



 （2）ダイヤモンドの国際相場の変動について  

 主力商品でありますダイヤモンドは、国際相場の動向により在庫価値に変動が生じる恐れがあります。  

 （3）為替相場の変動について  

 ダイヤモンドを含む海外取引における資金決済は、全て米ドル建で行われるため、為替差損が生じる恐れがありま

す。また、逆の為替差益の発生もあります。  

 （4）経済状況について  

 ダイヤモンド販売の中心地はベルギーであり、仕入れの主力地はロシア連邦サハ共和国で共に海外であります。今

後、急激な海外情勢等の変化があった場合、売上・仕入面において影響の恐れがあります。 

 また、日本及び世界各国の一般消費が低迷すると、宝飾品等の販売は全体的に低迷する恐れがあります。 

 当社グループが事業活動を行う主要な市場である日本、欧州、アジア等の国及び地域の経済環境の動向は、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

   文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループにつきましては、事業の再構築の一環として創業当初の宝飾品を中心としたダイヤモンド事業に専念

するとともに、従来の卸売から小売事業にも進出するなど、販路の切替に取組んでまいりました。 

 以上の結果、当連結会計年度における連結売上高は、海外への販売を中心に伸びて4,234百万円（前期比39.0％

増）と大幅に増加いたしました。一方、損益面において売上総利益は、649百万円と前期比大幅に改善があったもの

の、催事の費用等小売事業への進出による諸費用、来期を見据えた人員の増加等が影響し、販売費および一般管理費

は、前期比では改善されましたが、最終的には、251百万円の経常損失（前年同期の経常損失は、979百万円）となり

ました。 

 特別損益面では、貸倒引当金繰入額、投資有価証券評価損等の特別損失の計上等により、最終的に連結ベースにお

ける当期純損失は、621百万円となりました。 

 財務面におきましては、前連結会計年度において金融負債のない無借金会社となりましたが、当連結会計年度にお

きましては、減資を行ったことにより、繰延損失（73億円）を一掃し、当連結会計年度末現在、資本の額は、6,150

百万円、株主資本比率95.7％、1株当たり株主資本8.17円と健全な財務内容となっております。  

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力商品である宝飾品の需要は年毎に大きく変動しがち

であります。今後は、連結子会社サハダイヤモンド社から高品質、低コストのダイヤモンド原石及びルースカットダ

イヤが安定的に供給されることにより、対応してゆく方針であります。 

（4）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、当社グループが世界的に強固な地位を占めるよう宝飾

品（ダイヤモンド）事業において、新たな主力商品の開発に注力するとともに、小売事業の拡大に全力で望む所存で

あります。 



   （5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況は財務活動のよるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より1,514百万円多い4,210百

万円のキャッシュを得ております。これは主に株式発行による収入が4,185百万円等あったこと等によるものであり

ます。尚、当連結会計年度末現在における新株予約権未行使株数は126百万株、未行使残高は3,117百万円となってお

ります。  

 営業活動によるキャッシュ・フローにおきましても、商品の回転率を向上させ商品在庫高圧縮により、改善を図っ

てまいります。  

   （6）経営者の問題認識と今後の方針について  

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めており

ますが、当社グループを取り巻く事業環境につきましても今後さらに厳しさを増すことが予想されます。当社グルー

プとしましては、事業における収益性を第一に考え、今後引続き宝飾品事業の販売先を卸売から小売へ切り換えてま

いります。これに伴い、インターネット部門、並びに催事部門の強化を行うとともに、小売店及びエンドユーザーと

密着した商品の提供、デザイン開発等推進してまいります。これらと併用してタイムリーな経営判断により新しい事

業展開等も含めた事業拡大を図ってまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループでは、急速な技術革新や販売競争の激化に対処するため、宝飾品事業に114百万円の設備投資を実施

しました。当連結会計年度完成の主要な設備としましては、本社ショールムにおける内外装工事を中心に37百万円、

子会社サハダイヤモンド社に対するダイヤモンド原石を研磨するオートポリッシャー等の設備投資に27百万円、その

他、新販売管理システムの導入で9百万円の設備投資を実施しました。また、子会社サハダイヤモンド社におきまし

ても、設備投資としてレーザーソーイングマシーンの設置（16百万円）等を行っております。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

    

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

（2）国内子会社 

   対象となる、㈱サハダイヤモンド・エイペル（平成17年７月19日付け設立）につきましては、現在営業開始に向

けて体制を整えており、対象となる主要な設備は平成18年３月31日現在におきましてはございません。     

（3）在外子会社 

 （注）１. 帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、機械装置及び工具器具備品であり、建設仮勘定を含んでおり

ます。なお、金額には消費税等は含まれておりません 

２. 上記のほか、賃借しております設備の年間賃借料は、合計29百万円であります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

本社 

(東京都墨田区) 
宝飾品事業 

統括業務設備 

販売設備 
210 

366 

（333.11） 
57 634 56 

大阪支社 

(大阪市中央区) 
宝飾品事業 販売設備 0 ― 1 2 9 

  平成18年３月31日現在

会社名 
  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数
（人） 

建物及
び構築
物 
（百万
円） 

土地 
（百万
円） 
(面積㎡)

その他 
（百万
円） 

合計 
（百万
円） 

㈱サハダイヤモンド 

  

本社 

（ロシア連邦   

サハ（ヤクーチア）共

和国） 

 宝飾品事業 

統括業務設備 

 ダイヤモンド研

磨設備 

58  ― 30  88  57 

㈱サハダイヤモンド 

マニュファクチュア

リング  

  

本社 

（ベルギー    

アントワープ） 

宝飾品事業 統括業務設備 ― ― 8  8  1  



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は、ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国の子会社サハダイ

ヤモンド社が第２研磨工場の新設計画を予定しております。着工予定は、平成18年８月、総額12億円を予定しており

ます。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,500,000,000 

計 1,500,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 972,657,884 972,657,884 ジャスダック証券取引所 － 

計 972,657,884 972,657,884 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

   新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した第２回新株予約権は、次のとおりであります。

 平成16年６月29日定時株主総会決議 

②株主以外の者に対し第三者割当による第３回新株予約権の行使状況は、次のとおりであります。 

平成17年３月４日取締役会決議  

   旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 15 15 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,000,000 15,000,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月21日 

至 平成19年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      8 

資本組入額     4 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。 
同左 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 111 111 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 111,000,000 111,000,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 27 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月25日 

至 平成20年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      27 

資本組入額     14 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。

但し、新株予約権者が会

社である場合において、

親会社に対し譲渡する場

合はこの限りではない。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成13年６月28日 

（注）２ 
14,363,624 89,616,765 718 8,383 71 423 

平成13年６月28日 

（注）１ 
－ 89,616,765 － 8,383 △351 71 

平成14年３月31日 

（注）２ 
7,469,692 97,086,457 108 8,491 71 143 

平成14年６月27日 

（注）１ 
－ 97,086,457 － 8,491 △143 0 

平成15年３月31日 

（注）２ 
100,571,427 197,657,884 534 9,026 455 455 

平成15年３月31日 

（注）３ 
35,000,000 232,657,884 140 9,166 105 560 

平成15年６月27日 

 (注）４ 
15,000,000 247,657,884 60 9,226 45 605 

平成15年６月27日 

（注）１ 
－ 247,657,884 － 9,226 △560 45 

平成16年３月31日 

（注）４ 
97,000,000 344,657,884 388 9,614 291 336 

平成16年６月29日 

（注）４ 
68,000,000 412,657,884 272 9,886 204 540 

平成16年６月29日  

 （注）１  
－ 412,657,884 － 9,886 △336 204 

 平成17年３月23日 

（注）４、５ 
224,000,000 636,657,884 896 10,782 871 1,075 

平成17年３月24日  

 （注）６  
91,000,000 727,657,884 819 11,601 728 1,803 

平成17年３月31日  

 （注）４ 
30,000,000 757,657,884 120 11,721 90 1,893 

平成17年４月１日～  

平成17年６月29日 

 （注）５ 

46,000,000 803,657,884 184 11,905 184 2,077 

平成17年６月29日 

 （注）１ 
― 803,657,884 ― 11,905 △1,893 184 

平成17年６月30日～  

平成17年８月23日  

 （注）７ 

18,000,000 821,657,884 252 12,157 238 422 

平成17年８月23日  

 （注）８ 
― 821,657,884 △7,721 4,436 ― 422 

平成17年８月24日～  

平成18年３月31日  

 （注）５、７ 

151,000,000 972,657,884 1,714 6,150 1,613 2,035 



 （注）１．損失処理による資本準備金の取崩 

２．転換社債の株式転換による増加 

３．第１回新株予約権の行使 

第三者割当 

    ４．上記、３.第１回新株予約権の行使に係わる割当先が、次のとおり追加されております。 

      割当先  ルクラティブ アセッツ リミテッド            

           パシフィック イクエイターホールディングス リミテッド 

           株式会社サハ資源開発事業団 

    ５．第２回新株予約権の行使  

       第三者割当 

      発行価格  ８円   

       資本組入額 ４円  

       割当先  オリエント トレーダ・インターナショナル リミテッド 

            ブロード メディア ホールディング リミテッド 

           パシフィック イクエイターホールディングス リミテッド   

      その後上記、第２回新株予約権の行使に係る割当先が、次のとおり追加（譲渡）されております。 

      割当先  ノーベルチャンス アセッツ リミテッド  

            株式会社サハ資源開発事業団 

           パシフィック イクエイターホールディングス リミテッド 

            アドバンスアップ インベストメンツ リミテッド  

           アッパービュー インベストメンツ リミテッド 

           プリファレンス インベストメント リミテッド 

     ６．① 第三者割当 

         発行株式数  35,000千株  

         発行価格  17円 

         資本組入額  ９円 

         割当先  株式会社京王ズ  

       ② デット・エクイティ・スワップ 

         発行株式数  56,000千株   

         発行価格  17円  

         資本組入額  ９円 

         割当先  グリーン・キャピタル株式会社 

発行価格 ７円 

資本組入額 ４円 

割当先 クリクトン インベストメント リミテッド
ルクラティブ アセッツ リミテッド 



    ７．第３回新株予約権の行使 

       第三者割当 

      発行価格  27円   

       資本組入額 14円  

       割当先  グリーン・キャピタル株式会社 

      その後上記、第３回新株予約権の行使に係る割当先が、次のとおり譲渡されております。 

      割当先  シー・エフ・アイ株式会社  

    ８．資本金の減少により、欠損てん補を行ない、繰越損失（7,309,600,764円）を一掃いたしました。なお、減

少すべき資本の額との差額は、その他資本剰余金に振り替えております。      

    ９．平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において、資本準備金を173百万円減少し、欠損てん補するこ

とを決議しております。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式12,024株は「個人その他」に12単元及び「単元未満株式の状況」に24株含めて記載しております。

なお、自己株式12,024株は株主名簿上の所有株式数であり、平成18年３月31日現在の実質保有株式数は

11,024株であります。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,870単元含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 5 12 210 46 25 33,283 33,581 － 

所有株式数（単元） ― 17,292 9,187 189,464 41,740 443 714,494 972,620 37,884 

所有株式数の割合

（％） 
― 1.78 0.94 19.48 4.29 0.05 73.46 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が10,870千株あります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

株式会社サハ資源開発事業

団 
東京都中央区新川２丁目９-３ 70,000 7.20 

グリーン・キャピタル株式

会社 
東京都千代田区丸の内３丁目２-３ 56,000 5.76 

宗教法人各宗連合仏教会円

満院 
埼玉県さいたま市岩槻区大字末田字新田37-２ 22,663 2.33 

大阪証券金融株式会社（業

務口） 
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 17,262 1.77 

株式会社京王ズ 宮城県仙台市青葉区八幡４丁目10-１ 14,897 1.53 

メロン バンク トリーテ

ィー クライアンツ オム

ニバス（常任代理人 香港

上海銀行東京支店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108（東京都中央区日本

橋３丁目11-１）  
12,310 1.27 

バンク オブ ニューヨー

ク ジーシーエム クライ

アント アカウンツ イー 

アイエスジー（常任代理人 

株式会社三菱東京UFJ銀

行）  

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A 2B

B,UNITED KINGDOM（東京都千代田区丸の内２丁目７-

１） 

7,769 0.80 

ザ バンク オブ ニュー

ヨーク トリーテイー ジ

ャスデツク アカウント

（常任代理人 株式会社三

菱東京UFJ銀行）  

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040 BRUSSELS,BELGIUM

（東京都千代田区丸の内２丁目７-１） 
7,000 0.72 

立花証券株式会社  東京都中央区日本橋茅場町１丁目13-14  3,794 0.39 

大和証券株式会社  東京都千代田区大手町２丁目６-４ 3,329 0.34 

計  215,024 22.10 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,870,000株（議決権の数10,870

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数1 

個）あります。 

なお、当該株式は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めております。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）  権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 普通株式 11,000 － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 972,609,000 972,609 同上 

単元未満株式 普通株式 37,884 － 同上 

発行済株式総数  972,657,884 － － 

総株主の議決権 － 972,609 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サハダイ

ヤモンド  

東京都墨田区千歳

三丁目12番７号 
11,000 － 11,000 0.00 

計 － 11,000 － 11,000 0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

                                            平成18年６月29日現在 

     （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第459条第

１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず

取締役会の決議により定める。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、長期的な観点から、企業体質の強化充実と今後の事業展開に備えるための内部留保を念頭に入れながら株

主に対する利益還元として、継続的な安定配当を行なうことを基本としております。 

 そのためにも、引き続き財務体質の改善を行ない、早期に黒字化を実現して、競争力強化に向けて事業拡大、有効

投資を行いながら、安定した配当ができるよう努めてまいります。 

 当期の配当につきましては、引き続き業績不振により、誠に遺憾ながら見送ることとしました。 

 今後の配当につきましては、業績の回復に努め、利益配分ができるよう、努力いたします。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

区分  株式の種類  株式数（株）  価額の総額（円）  

自己株式取得に係る決議  ― ― ― 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 86 81 23 31 49 

最低（円） 13 8 10 10 17 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 44 42 39 37 32 27 

最低（円） 35 37 33 25 19 22 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 今野 康裕 昭和24年１月11日生 

昭和55年３月 ㈱ニコマート 代表取締役就任 

平成８年６月 台湾ニコマート 社長就任 

平成15年６月 台湾ニコマート 顧問就任（現

任) 

平成15年７月 ㈱サハ資源開発事業団 代表取

締役就任 

平成16年５月 当社入社 顧問就任 

平成16年６月 取締役就任 

平成16年10月 代表取締役社長就任(現任） 

―  

取締役 
経営戦略 

室長 
安藤 達也 昭和７年11月９日生 

昭和31年４月 ㈱日本相互銀行（現㈱三井住友

銀行）入社  

昭和57年２月 当社へ出向 

昭和58年６月 ㈱太陽神戸銀行（現㈱三井住友

銀行）退社 

昭和58年６月 当社入社 常務取締役就任 

昭和63年５月 代表取締役社長就任 

平成10年９月 ㈱宝石のアムール（現㈱アムー

ルコーポレーション）代表取締

役就任  

平成12年５月 ㈱リヨン企画代表取締役社長就

任  

平成16年10月 当社取締役会長就任 

平成17年６月 取締役就任 経営戦略室長(現

任） 

255 

取締役 
管理 

部長 
大見 信夫 昭和13年１月10日生 

昭和31年４月 ㈱日本相互銀行（現㈱三井住友

銀行）入社  

昭和63年７月 当社へ出向  

平成５年１月 ㈱さくら銀行（現㈱三井住友銀

行）退社 当社入社総務部長 

平成５年６月 取締役就任 管理本部長兼総務

部長 

平成10年６月 取締役就任 総務部長  

平成11年６月 常勤監査役就任 

平成12年６月 取締役就任 管理本部長兼総務

部長 

平成14年６月 取締役就任 総務部長 

平成15年６月 常勤監査役就任 

平成17年６月 取締役就任 管理部長(現任) 

13 

取締役 
営業 

本部長 
小林 正一 昭和34年11月15日生 

昭和57年４月 ㈱宝林（現 当社）入社  

平成４年６月 ㈱ＪＢコーポレーション入社  

平成７年９月 クリスティージェム入社 

平成12年３月 ㈱桑山貴金属(現㈱桑山)入社 

平成13年５月 JPS CREATION LTD.入社 

平成15年９月 当社入社 宝飾営業部長 

平成16年６月 取締役就任 宝飾営業部長 

平成17年６月 取締役就任 営業本部長(現任)

― 

 



 （注）１．取締役内川昭比古氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役後藤篤美、中村浩樹、および赤井文彌の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  内川 昭比古 昭和24年６月９日生 

昭和62年１月 経営コンサルタント業開業 

平成10年12月 ㈱日本フランチャイズ総合研究

所 所長就任 

平成17年５月 当社顧問就任  

平成17年６月 

平成17年12月 

取締役就任(現任) 

 ㈱日本フランチャイズ総合研

究所代表取締役就任（現任） 

1,227 

常勤監査役  土岐 剛平 昭和36年10月12日生 

昭和61年９月 監査法人朝日新和会計社（現あ

ずさ監査法人）入社  

平成２年３月 公認会計士登録 

平成２年７月 公認会計士土岐剛平事務所設立 

平成12年６月 当社監査役就任 

平成15年６月 取締役就任 

平成17年６月 常勤監査役就任(現任) 

― 

監査役  後藤 篤美 昭和14年10月20日生 

昭和33年４月 諏訪市役所入所 

昭和40年４月 新潟相互銀行（㈱新潟中央銀

行）入社 

平成９年12月 同行退社 

平成10年７月 ㈱グランビュー蓼科社長就任 

平成13年６月 当社監査役就任(現任) 

平成16年4月 ㈱エムエムジー・リアルエステ

ート・ジャパン 代表取締役社

長就任（現任） 

― 

監査役  中村 浩樹 昭和35年７月６日生 

昭和60年７月 東京第一会計㈱入社 

平成10年６月 同社退社 

平成10年７月 倉持公認会計士事務所入所 

平成13年７月 同事務所退所 

平成14年１月 コンサルティング事務所開所

(現任) 

平成15年６月 当社監査役就任(現任) 

― 

 監査役  赤井 文彌   昭和13年11月８日生 

昭和41年４月  第一東京弁護士会弁護士登録

昭和46年８月 卓照法律事務所開設  

平成17年６月 当社監査役就任(現任）  

― 

    計 1,496 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主、消費者、従業員重視の経営方針のもと、当

社グループは、経営の効率化と健全化に努めると共に、積極的かつ迅速な情報開示を行ってまいります。 

(１)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況    

① 会社の機関の基本説明  

当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役１名と非常勤監査役３名で構成されておりま

す。法令のチェック以外に、当事者の業務内容にも深く及んで、経営の監視を有効に機能させております。  

 ② 会社の機関・内部統制の関係 

＜当社の内部管理体制の模式図＞ 

  

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況  

当社の内部統制システムといたしましては、社内業務全般にわたり、各種規定のもとで各役職員が権限と責

任をもって業務を遂行しており、常勤監査役による内部監査が実施されております。  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

会社業務の適正な運営・不正過誤の防止及び業務改善、能率向上を図る目的で、経営管理室（部門責任者1

名）、並びに常勤監査役による各部署の監査が継続的に行われております。なお、監査役と会計監査人との間

において、原則として毎月１回、定期月例監査に合わせ、監査実施状況、監査体制、監査計画等の内容につい

ての会合を実施しております。 

⑤ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務は、公認会計士藤井幸雄氏並びに公認会計士橘内進氏により執行されており、当社の会

計監査業務に係る補助者は、公認会計士及び会計士補以外の者２名であります。なお、監査意見の審査につき

ましては、外部の独立した公認会計士が担当しており、監査意見の表明に先立って審査を受けることにより、

会計・監査上の重要な問題に対する判断や処理が適切であること並びに監査意見が監査の基準に準拠して適切

に形成されていることを確認しております。 



⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社と当社の社外取締役（１名）及び社外監査役（３名）との人的関係、資本的関係又は取引関係等の利

害関係はございません。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理につきましては、経営戦略室を推進部署として、当社事業において最も懸念すべき与信管

理面において、常時営業担当者と打合せの上、与信限度額等の見直しを図っております。  

（３）役員報酬の内容 

当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下の通りであります。  

 役員報酬：取締役に支払った報酬  18百万円 

監査役に支払った報酬    ８百万円 

計      26百万円   

(４）監査報酬の内容  

当社の会計監査人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額

は、17百万円であります。  

(５）内部管理体制の整備・運用状況及び充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

当社は、コーポレート・ガバナンスの具体的施策として、内部管理体制の整備を図っております。社内業務

全般にわたる諸規定を整備し、これに準拠した内部監査を実施し、また経営管理室で予算統制を管掌して現業

部門に対する牽制機能を果たしております。  

 株主及び投資家重視の基本方針のもと、取締役５名(内社外取締役１名）の体制で定例取締役会を開催し、

事業運営を的確に把握しながら、意思決定を下して内部体制の構築を図っております。監査役会におきまして

も、前事業年度より社外監査役を１名増員し、常勤監査役を中心に監査機能の強化を図っております。  

    その他、毎週定期的に各部署の責任者出席のもと、業務会議、並びに営業会議を開催し、各種事業方針の策

定、問題点の提起及び改善施策等を迅速かつ合理的に協議し、実行に移しております。 

なお、最近１年間における内部管理体制の充実に向けた取組みとしては、本社及び大阪支社等に対して、常

勤監査役による監査を実施いたしております。  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表については公認会

計士藤井幸雄氏及び公認会計士岩田元男氏により監査を受け、また、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成

18年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表に

ついては、公認会計士藤井幸雄氏並びに公認会計士橘内進氏により監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

 前連結会計年度及び前事業年度  公認会計士 藤井 幸雄氏、公認会計士 岩田 元男氏 

 当連結会計年度及び当事業年度  公認会計士 藤井 幸雄氏、公認会計士 橘内 進氏 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   1,120   2,011  

受取手形及び売掛金    765   569  

たな卸資産    1,567   3,326  

短期貸付金   378   －  

その他 ※１  45   608  

貸倒引当金   △11   △21  

流動資産合計   3,866 83.0  6,494 78.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

建物及び構築物   237   288   

減価償却累計額  2 234  18 269  

土地    366   366  

建設仮勘定    51   7  

その他  93   156   

減価償却累計額  39 53  58 98  

有形固定資産合計   706 15.2  742 8.9 

２．無形固定資産        

連結調整勘定   31   22  

その他   3   3  

無形固定資産合計   34 0.8  25 0.3 

３．投資その他の資産        

投資有価証券   22   537  

破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  365   676  

その他 ※５  25   494  

貸倒引当金   △365   △663  

投資その他の資産合計   48 1.0  1,044 12.6 

固定資産合計   789 17.0  1,812 21.8 

資産合計   4,655 100.0  8,306 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

支払手形及び買掛金   176   211  

未払法人税等   32   7  

賞与引当金   4   6  

その他    68   101  

流動負債合計   282 6.1  326 3.9 

Ⅱ 固定負債        

その他   0   5  

固定負債合計   0 0.0  5 0.1 

負債合計   282 6.1  332 4.0 

（少数株主持分）        

少数株主持分   － －  24 0.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  11,721 251.8  6,150 74.0 

Ⅱ 資本剰余金 ※３  1,893 40.6  2,447 29.5 

Ⅲ 利益剰余金   △9,242 △198.5  △660 △8.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1 0.0  6 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △0 △0.0  7 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※４  △0 △0.0  △0 △0.0 

資本合計   4,372 93.9  7,950 95.7 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  4,655 100.0  8,306 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   3,045 100.0  4,234 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,797 91.9  3,584 84.7 

売上総利益   248 8.1  649 15.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

交通通信費  76   103   

支払手数料  219   276   

貸倒引当金繰入額  0   －   

役員報酬及び給料手当  317   305   

賞与引当金繰入額  4   6   

退職給付引当金繰入額  0   －   

減価償却費  27   34   

連結調整勘定償却額  144   8   

その他  464 1,254 41.1 286 1,022 24.1 

営業損失   1,006 △33.0  373 △8.8 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息及び配当金  20   5   

受取手数料  15   －   

為替差益  －   114   

その他  40 76 2.5 12 132 3.1 

Ⅴ 営業外費用        

支払利息  0   0   

新株発行費用  29   8   

為替差損  1   －   

その他  17 49 1.6 2 10 0.2 

経常損失   979 △32.1  251 △5.9 

Ⅵ 特別利益        

債務免除益  1,421   －   

貸倒引当金戻入益  252   2   

投資有価証券売却益  －   9   

その他  5 1,679 55.1 0 12 0.3 

        
 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失        

固定資産除却損 ※１ 9   1   

子会社整理損   18   －   

投資有価証券評価損  －   23   

貸倒引当金繰入額  －   351   

たな卸資産評価損  89   －   

貸倒損失  100   －   

債権売却損  535   －   

投資有価証券売却損  －   2   

その他  47 801 26.3 0 379 9.0 

税金等調整前当期純損
失 

  100 △3.3  618 △14.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  3 0.1  3 0.1 

少数株主利益、又は少
数株主損失（△） 

  △7 △0.2  △0 △0.0 

当期純損失   96 △3.2  621 △14.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   336  1,893 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

増資による新株発行  1,893   2,035   

減資差益   － 1,893 411 2,447 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

損失処理額  336 336 1,893 1,893 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   1,893  2,447 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △9,599  △9,242 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

資本準備金取崩による
損失処理 

 336  1,893  

連結子会社減少に伴う
増加高 

 117   ―   

 資本金取崩による損失
処理 

 － 453 7,309 9,202 

Ⅲ 利益剰余金減少高          

   当期純損失  96 96 621 621 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △9,242  △660 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純損
失（△） 

 △100 △618 

減価償却費  32 34 

連結調整勘定償却額  144 8 

有形固定資産売却損  － △0 

有形固定資産除却損  9 1 

賞与引当金の増減額  △29 1 

貸倒引当金の増減額  △530 349 

退職給付引当金の減少
額 

 △16 － 

受取利息及び受取配当
金 

 △20 △5 

支払利息  0 0 

投資有価証券評価損  － 23 

売上債権の減少額  34 200 

たな卸資産の増加額  △442 △1,759 

子会社売却損  18 － 

債権売却損  535 － 

投資有価証券売却益   － △7 

債務免除益  △1,421 － 

未収消費税等の増加額   △25 △81 

仕入債務の増減額  △48 35 

その他の増減額  596 △372 

小計  △1,262 △2,187 

利息及び配当金の受取
額 

 20 5 

利息の支払額  0 △0 

その他  △40 － 

法人税等の支払額  △3 △46 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,286 △2,228 

    
 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △20 △943 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 0 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △633 △94 

短期貸付金の純増減額  △381 － 

貸付金の回収による収
入 

 － 109 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 420 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の売却に
よる支出 

 ※４ △57 － 

投資不動産の取得によ
る支出 

 － △242 

貸付による支出   － △98 

長期未収入金の増加に
よる支出  

 － △243 

その他の増減額  ※３ 17 △8 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,075 △1,099 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額  △1,302 － 

新株予約権の発行によ
る収入 

 27 － 

株式の発行による収入  4,000 4,185 

その他の増減額  △29 25 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,695 4,210 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 0 7 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増
減額 

 334 890 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期
首残高 

 786 1,120 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期
末残高 

 ※１ 1,120 2,011 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、当連結会計年度において、期日経過後の短期

借入金2,573百万円につき、債権者と再生プランについて

協議を重ねてまいりました結果、平成17年３月に債務の

一部免除と債務の株式化（デット・エクイティ・スワッ

プ）による金融支援により、当連結会計年度末において

借入金ゼロの無借金会社となりました。 

 この他、第三者割当増資による資金調達や、新株予約

権の発行により財務体質の強化にも成功いたしました。 

 しかし、連結経常損益面では、979百万円の経常損失を

計上するなど赤字が続いております。このような状況

は、子会社が新規事業を手がけていたことによる事業の

不振等によるものでありますので、継続企業の前提に関

する疑義が存在しております。 

 これを解消するため、国内の子会社５社をすべて株式

譲渡等により切り離しを行いました。そして、赤字体質

から早期に脱出して、宝飾品事業による本業回帰を行っ

てまいります。 

 来期は、「第二の創業の年」と位置づけ、ダイヤモン

ドを中心とした宝飾品事業に特化した体制づくりに徹

し、本業による収益源の確保と、本社事務所の移転によ

る経費削減等経費削減を行いながら、安定した黒字化を

進めてまいります。 

 なお、連結財務諸表は、継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映しておりません。 

  

 ─────────── 



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 当社の当連結会計年度における子会社は、下記７社

でありましたので、いずれも連結の範囲に含めており

ます。 

 ㈱アムールコーポレーション、㈱リヨン企画、㈱宝

仙、㈱ゲイン・ホールディング、㈲キーズ、㈱サハダ

イヤモンド、㈱サハダイヤモンドマニュファクチュア

リング 

 内、前連結会計年度において連結子会社でありまし

た、㈱アムールコーポレーション、㈱リヨン企画、㈱

宝仙、㈱ゲイン・ホールディング、(有)キーズについ

ては、平成17年１月12日までに株式及び出資を譲渡し

たため、以降、連結の範囲から除いております。 

 また、㈱サハダイヤモンドマニュファクチュアリン

グについては、当連結会計年度において新たに株式を

取得したことにより、当連結会計年度から連結の範囲

に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

 当社の当連結会計年度における子会社は、下記３社

でありましたので、いずれも連結の範囲に含めており

ます。 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダイヤモンドマニュフ

ァクチュアリング、㈱サハダイヤモンド・エイペル 

 内、㈱サハダイヤモンド・エイペルについては、当

連結会計年度において合弁にて新規設立（平成17年７

月19日設立）したことにより、当連結会計年度から連

結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

       同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、下記の3社を除いて事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。 

 ① ㈱ゲイン・ホールディングの決算日 7月31日 

 ② ㈱サハダイヤモンドの決算日    12月31日 

 ③ ㈱サハダイヤモンドマニュファクチュアリング

の決算日            12月31日 

 連結財務諸表の作成にあたっては、これらの会社に

ついては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、下記の2社を除いて事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。 

 ① ㈱サハダイヤモンドの決算日    12月31日 

 ② ㈱サハダイヤモンドマニュファクチュアリング

の決算日            12月31日 

 連結財務諸表の作成にあたっては、これらの会社に

ついては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しておりましたが、当連結会計年度よ

り、業務の合理化、迅速化を目的に同決算日現在の財

務諸表を使用しております。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は部分資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

(ロ）たな卸資産……主として移動平均法による原価

法 

(ロ）たな卸資産……同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……当社及び国内連結子会社は定率 

          法を、また、在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

（ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……同左 

     無形固定資産……当社及び連結子会社は定額法を

             採用しております。 

              なお、自社利用のソフトウェ

             アについては、社内における利

             用可能期間（５年）に基づいて

             おります。 

     建物及び構築物 10～65年

     無形固定資産……同左 

   

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金     ……売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金     ……同左 

(ロ）賞与引当金     ……従業員の賞与の支給に

備えるため、個別に計

算した支給見込額の当

期負担額を計上してお

ります。 

(ロ）賞与引当金     ……同左 

(ハ）退職給付引当金  ……当連結会計年度中にお

きまして退職金規程を

廃止いたしましたの

で、計上しておりませ

ん。 

       ─────────── 

         

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

    同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

方法によっております。  

(5）重要なリース取引の処理方法 

    同左 

(6）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理方法 

    同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

     同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を

行なっております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

     同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について、連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいて作成しております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

     同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

   （家賃収入） 

   従来、家賃収入は営業外収益として処理しておりました

が、投資不動産の取得等近年その増加傾向が見られること

を契機として、当連結会計年度より家賃収入については売

上高に含めて処理することに変更いたしました。これは、

投資不動産の取得に伴い、当該収入が重要性を増している

ことから、区分損益をより適切に表示するために行ったも

のであります。当該変更により、売上高は前連結会計年度

と比し20百万円増加し、営業損失及び営業外収益はそれぞ

れ同額減少しておりますが、経常損失及び税金等調整前当

期純損失への影響はありません。 

 なお、当中間連結会計期間末以降において当該収入の重要

性が増したため、当中間連結会計期間は、従来の方法によ

っております。したがって当中間連結会計期間は、変更後

の方法によった場合に比べて、売上高は６百万円少なく、

営業損失及び営業外収益はそれぞれ同額多く計上されてお

りますが、経常損失及び税金等調整前当期純損失への影響

はありません。  

   （連結子会社の事業年度等に関する事項） 

   連結子会社のうち、㈱サハダイヤモンド、㈱サハダイヤ

モンドマニュファクチュアリングの決算日は、12月31日で

あります。従来、連結財務諸表作成に当たっては、これら

の会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しておりましたが、当連結会計年度よ

り、業務の合理化、迅速化を目的に前記連結子会社２社に

ついては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「短期貸付金」は、前連結会計年度まで、流動資産の

「その他」に表示していましたが、当連結会計年度にお

いて、資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しま

した。 

 なお、前連結会計年度末の「短期貸付金」は、102百万

円であります。 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「短期貸

付金」（当連結会計年度末の残高は24百万円）は、資産

の合計額の100分の5以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

（連結損益計算書） 

 「受取手数料」は、前連結会計年度まで、営業外収益

の「その他」に表示していましたが、当連結会計年度に

おいて、営業外収益の100分の10を超えたため区分掲記し

ました。 

 なお、前連結会計年度における「受取手数料」は、8百

万円であります。 

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示していました「新株発行費用」は、金額的重要性が

増したため、区分掲記することに変更しました。 

 なお、前連結会計年度における「新株発行費用」は、

20百万円であります。 

  



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が29百万円増加し、

営業損失、経常損失が同額増加し、当期純利益が同額減

少しております。 

訴訟事件 

 １．当社は、株式会社ブイシンクとの業務提携契約に基

づき、前渡金返還訴訟（総額551百万円）を東京地方裁判

所に提訴しておりました。しかし、平成15年11月25日付

けで「請求を棄却する」旨判決が出され、これを不服と

して、平成15年12月９日付けで、東京高等裁判所へ控訴

し、平成16年７月21日、30百万円で和解が成立し終了し

ております。 

 ２．当社は、株式会社損害保険ジャパンに対して、保険

金請求訴訟（請求額60百万円）を東京地方裁判所に提訴

しておりましたが、平成16年４月15日付けで「請求を棄

却する」旨判決が出され、これを不服として平成16年４

月27日付けで、東京高等裁判所へ控訴し、平成16年９月

６日、30百万円で和解が成立し終了しております。 

子会社の設立  

 当社は、平成17年６月９日付で、サハ共和国で最大の

ダイヤモンド研磨会社である、EPL Diamond Ltd.社（エ

イペル ダイヤモンド社）と日本においてダイヤモンド

の輸入販売を行う子会社を設立することで基本合意いた

しました。今後、両社で設立委員会を設け、事業計画等

詳細について打合せを行う予定であります。  

１．設立の理由  

EPL Diamond Ltd.社（本社：ロシア連邦サハ共和国ヤ

クーツク市）は、サハ共和国における当社子会社とはダ

イヤモンド研磨事業において同業者ではありますが、販

売テリトリーが全く異なる（EPL社主要販売先は、主にイ

スラエル、欧米）ため、以前より友好関係にありまし

た。   

同社は、我が国のダイヤモンド市場における小売事業

への進出を希望しており、この度、日本におけるダイヤ

モンド販売に関し、あらたに当社と合弁会社設立の提案

がありました。  

        ────────── 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

同社は、サハ共和国で研磨作業員を400名以上抱える最

大のダイヤモンド研磨会社であり、今回の申し出に対し

新会社を設立して、当社の子会社とすることは大きなメ

リットがあると判断し、大筋で合意いたしました。  

なお、今回の合弁事業は、広く我が国とサハ共和国と

の親善と国益にも繋がる事業であるとの認識に立って合

意したものであります。  

また、同社は既にイスラエルにおいて、同国の大手企

業とダイヤモンド販売の合弁企業を設立・運営してお

り、販売ノウハウと実績をもっております。  

今回の合弁会社設立により、当社子会社（サハダイヤ

モンド社）以外の仕入ルートもでき、今後安定したサハ

産ダイヤモンドの輸入販売が可能になると考えておりま

す。 

２．設立する子会社の概要(予定) 

(１)商号（仮称）株式会社サハダイヤモンド・エイペル 

(２)代表者   今野 康裕      

(３)所在地   東京都墨田区千歳３丁目12番７号 

(４)主な事業の内容   ダイヤモンドの輸入及び販売 

(５)資本の額   50百万円 

(６)大株主構成および所有割合   当社 50％、

EPL Diamond Ltd.社 50％ 

３．日程（予定）  

 平成17年６月下旬    取締役会決議 

 平成17年７月下旬    設立 

  

 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 消費税等の会計処理 

 未収消費税等は、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※１ 消費税等の会計処理 

    同左 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式 

 757,657,884株であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式 

        972,657,884株であります。 

     なお、平成17年８月23日付にて、減資（減資額

7,721百万円）を行っておりますが、発行済株式総

数の減少は行っておりません。 

 ※３       ─────────── ※３ 平成17年８月23日付にて、減資を行ったことに

より、資本剰余金につきまして、411,491,121円増

加しております。 

※４ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式  

10,424株であります。 

※４ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

11,024株であります。 

 ※５       ─────────── ※５ 投資その他の資産の減価償却累計額 １百万円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１. 固定資産除却損の主な内訳は、次のとおりであり  

    ます。 

建物附属設備（当社） 6百万円 

工具器具備品（当社） 2百万円 

機械装置(サハダイヤモ

ンド) 

1百万円 

 計 9百万円 

※１. 固定資産除却損の主な内訳は、次のとおりであり  

    ます。 

工具器具備品（当社） 0百万円 

機械装置(サハダイヤモ

ンド) 

0百万円 

 計 1百万円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表  

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,120百万円 

現金及び現金同等物 1,120百万円 

現金及び預金勘定 2,011百万円 

現金及び現金同等物 2,011百万円 

 ２ 重要な非資金取引  ２ 重要な非資金取引 

 ※３ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

     資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに㈱サハダイヤモンドマニュ 

   ファクチュアリングを連結したことに伴う連結開始時

   の資産及び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同

   社取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであ

   ります。 

新株予約権の行使による資本金増加

額 

1,288百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 1,165百万円 

新株予約権の行使による新株予約権

の減少額 2,453百万円 

流動資産 2百万円 

固定資産 1百万円 

連結調整勘定 0百万円 

流動負債 △1百万円 

㈱サハダイヤモンドマニュファクチ

ュアリング株式の取得価額 

2百万円 

㈱サハダイヤモンドマニュファクチ

ュアアリング現金及び現金同等物  

△1百万円 

差引：㈱サハダイヤモンドマニュフ

ァクチュアリング取得のための支

出  0百万円 

 ※３  ───────── 

新株予約権の行使による資本金増加

額 

2,150百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 2,035百万円 

新株予約権の行使による新株予約権

の減少額 4,185百万円 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※４ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳 

 出資の譲渡により(有)キーズが連結子会社でなく

なったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並び

に(有)キーズ出資の譲渡価額と売却による収入は次

のとおりであります。 

  

 株式の売却により㈱アムールコーポレーションが連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに㈱アムールコーポレーション株式の売

却価額と売却による収入は次のとおりであります。 

流動資産 7百万円 

固定資産 117百万円 

流動負債 △49百万円 

固定負債 △205百万円 

出資譲渡益 140百万円 

(有)キーズ出資の譲渡価額 10百万円 

(有)キーズ現金及び現金同等物 △0百万円 

差引：売却による収入 10百万円 

流動資産 28百万円

固定資産 38百万円

流動負債 △2,157百万円

株式売却益 2,091百万円

㈱アムールコーポレーション株式

の売却価額 

0百万円

㈱アムールコーポレーション現金

及び現金同等物 △12百万円

差引：売却による収入 △12百万円

 ※４  ────────── 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 株式の売却により㈱宝仙が連結子会社でなくなった

ことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに㈱宝仙

株式の売却価額と売却による収入は次のとおりであり

ます。 

  

 株式の売却により㈱リヨン企画が連結子会社でなく

なったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに

㈱リヨン企画株式の売却価額と売却による収入は次の

とおりであります。 

  

 株式の売却により㈱ゲイン・ホールディングが連結

子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びに㈱ゲイン・ホールディング株式の売却価

額と売却による収入は次のとおりであります。 

流動資産 56百万円

固定資産 45百万円

流動負債 △661百万円

株式売却益 560百万円

㈱宝仙株式の売却価額 0百万円

㈱宝仙現金及び現金同等物 △0百万円

差引：売却による収入 △0百万円

流動資産 321百万円

固定資産 7百万円

流動負債 △775百万円

株式売却益 447百万円

㈱リヨン企画株式の売却価額 0百万円

㈱リヨン企画現金及び現金同等物 △50百万円

差引：売却による収入 △50百万円

流動資産 41百万円

固定資産 8百万円

流動負債 △37百万円

固定負債 △44百万円

少数株主持分 1百万円

株式売却益 31百万円

㈱ゲイン・ホールディング株式の

売却価額 

0百万円

㈱ゲイン・ホールディング現金及

び現金同等物 △3百万円

差引：売却による収入 △3百万円

  



（リース取引関係） 

    前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平

成18年３月31日）において、当社グループは、注記しなければならないリース取引がないため、該当事項はありま

せん。 

（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上
額 (百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 1 2 1 

(2）債券 － － － 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1 2 1 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 20 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式 167 177 10

(2）債券  

① 国債・地方債
等 

－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 167 177 10 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式 63 39 △23

(2）債券  

① 国債・地方債
等 

－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 63 39 △23

合計 230 217 △13



２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

該当事項はございません。  

（税効果会計関係） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

91 9 2 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  300 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

貸倒損失及び貸倒引当金超過 2,672百万円 

商品評価損引当金 63百万円 

繰越欠損金 3,999百万円 

その他 13百万円 

評価性引当額 △6,748百万円 

繰延税金資産計 0百万円 

繰延税金負債 △0百万円 

繰延税金負債計 △0百万円 

繰延税金資産の純額 0百万円 

繰延税金資産   

貸倒損失及び貸倒引当金超過 2,805百万円 

棚卸資産評価損否認額 28百万円 

繰越欠損金 2,786百万円 

その他 12百万円 

評価性引当額 △5,632百万円 

繰延税金資産計 0百万円 

繰延税金負債 △4百万円 

繰延税金負債計 △4百万円 

繰延税金負債の純額 △4百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率            40.5％ 

（調整） 

税務上の繰越欠損金の利用     △40.5％ 

その他                0.1％  

税効果会計適用後の 

法人税の負担率            0.1％ 

 法定実効税率            40.7％ 

（調整） 

税務上の繰越欠損金の利用     △40.7％ 

その他                0.5％  

税効果会計適用後の 

法人税の負担率            0.5％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法：当社グループの事業区分は事業内容を勘案して決定しております。 

２．各事業の主な商品 

(1）宝飾品事業………………ダイヤルース、ダイヤ原石、空枠、リング、ペンダント 

(2）リサイクル事業…………音楽ＣＤ・ＤＶＤ等リサイクル商品等 

(3）レストラン事業 他……レストラン業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   宝飾品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

 
宝飾品事業 
（百万円） 

リサイクル
事業 
（百万円） 

レストラン
事業 他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,880 98 66 3,045 ― 3,045 

(2）セグメント間の内部振替

高 
― ― ― ― （－） ― 

計 2,880 98 66 3,045 ― 3,045 

営業費用 3,649 158 243 4,052 ― 4,052 

営業利益又は営業損失(△) △768 △60 △177 △1,006 （－） △1,006 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 4,655 ― ― 4,655 ― 4,655 

減価償却費 11 0 16 27 ― 27 

資本的支出 590 ― ― 590 ― 590 



【所在地別セグメント情報】 

 （１）前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）                

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

 （２）当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）                

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

【海外売上高】 

（１）前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

    （１）アジア・・・・・タイ、香港 

    （２）ヨーロッパ・・・ロシア、イスラエル 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

 
  日 本 
（百万円） 

 ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

  連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

(1）外部顧客に対する売上高 2,997 48 3,045 － 3,045 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 973 973 （973） － 

計 2,997 1,021 4,019 （973） 3,045 

営業費用 2,991 1,061 4,052 － 4,052 

営業利益又は営業損失(△) 6 △39 △33 （973） △1,006 

Ⅱ．資産 4,005 649 4,655 － 4,655 

 
  日 本 
（百万円） 

 ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

  連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

(1）外部顧客に対する売上高 3,757 476 4,234 － 4,234 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
430 1,331 1,762 （1,762） － 

計 4,188 1,808 5,996 （1,762） 4,234 

営業費用 4,532 1,836 6,368 （1,761） 4,607 

営業利益又は営業損失(△) △343 △28 △372 （1） △373  

Ⅱ．資産 8,459 857 9,316  （1,010） 8,306 

     アジア    ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 394 84 479 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 3,045 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合(％) 
13.0 2.7 15.7 



（２）当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

    （１）アジア・・・・・タイ、香港、インド 

    （２）ヨーロッパ・・・ロシア、イスラエル 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     上記各社との取引額については、市場価格を参考に決定しております。 

３．平成17年10月15日付けで㈲フランチャイズベンチャー総研に代表取締役が選任されたため、平成17年10月14

日までの取引を記載しております。また、平成18年３月17日付けで同社の取締役を辞任しております。 

４．内川昭比古氏が第三者（㈲フランチャイズベンチャー総研）の代表者として行った取引であります。 

５．当社役員今野康裕氏が議決権の100％を直接保有しております。 

     アジア    ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 648 499 1,148 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 4,234 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合(％) 
15.3 11.8 27.1 

属性  氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

  

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

  役員 

 今野康裕 ―  ―  

 当社代表 

取締役社

長 

―  ―    ― 
 金銭の貸付 1,111   ―   ― 

 金銭の借入 80   ―   ― 

 内川昭比古 

 （注）３ 
―  ―  

 当社 取

締役、 

 ㈲フラ

ンチャイ

ズベンチ

ャー総

研  取

締役 

―  ―    ― 

 不動産購入

 （注）４ 
121   ―   ― 

 不動産の賃

貸 

 （注）４ 

0   ―   ― 

 不動産管理

手数料 

 （注）４ 

2   ―   ― 

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社  

 ㈱多宝 

 （注）５ 

東京都墨田

区 
10  不動産業   ― 兼任1   ― 

株式の購

入  
26   ―   ― 



（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  5円  77銭

１株当たり当期純損失金額  0円  19銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
 －円  －銭

１株当たり純資産額 8円 17銭

１株当たり当期純損失金額 0円  70銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
 －円  －銭

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失

であるため、記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失

であるため、記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純損失（百万円） 96 621 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 96 621 

期中平均株式数（株） 485,280,573 883,595,122 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権３種類（新株予約権の

数663個）。なお、新株予約権の概

要は、「第４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権２種類（新株予約権の数

341個）。なお、新株予約権の概要

は、「第４ 提出会社の状況、１ 

株式等の状況、（２）新株予約権等

の状況」に記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  資本減少  

 当社は、平成17年６月29日開催の当社定時株主総会において、資本減少の議案を上程し決議されました。その

内容および今後の日程は次の通りであります。  

 １．減少すべき資本の額 

 資本の額 11,721,091,885円（平成17年３月31日現在）を7,721,091,885円減少して、4,000,000,000円（予

定）とする。    

 ２．資本減少の方法  

 発行済株式総数の変更は行わない。（資本の額のみ変更）  

   ３．減少すべき資本のうち欠損の填補に充つるべき金額 7,309,600,764円。なお、減少すべき資本の額との差額

411,491,121円は、その他資本剰余金に振り替える。 

 ４．今後の日程  

 (１)債権者異議申述公告       平成17年６月30日（木）  

 (２)債権者異議申述最終期日      平成17年８月１日（月）   

 (３)減資の効力発生日        平成17年８月２日（火） 

   （注）上記日程中、下記については、平成17年７月20日開催の取締役会におきまして下記の日程に変更しておりま

す。   

 (２)債権者異議申述最終期日      平成17年８月22日（月）   

 (３)減資の効力発生日        平成17年８月23日（火） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はございません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

      該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

      該当事項はありません。 

(2）【その他】 

①決算日後の状況  

特記事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第４０期 

（平成17年３月31日） 
第４１期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   1,106   1,822  

受取手形    171   111  

売掛金 ※３  518   593  

商品    1,171   2,869  

前渡金   －   384  

前払費用   4   2  

短期貸付金   376   －  

関係会社短期貸付金   635   331  

未収入金   －   101  

その他   37   99  

貸倒引当金   △11   △21  

流動資産合計   4,009 84.6  6,294 74.9 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

建物  184   228   

減価償却累計額  2 182  17 211  

機械及び装置   －   1   

減価償却累計額  － －  0 1  

車両運搬具  11   13   

減価償却累計額  7 3  8 4  

工具器具備品  47   94   

減価償却累計額  28 19  40 53  

土地    366    366  

建設仮勘定   51   －  

有形固定資産合計   623 13.2  637 7.6 

 



  
第４０期 

（平成17年３月31日） 
第４１期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

電話加入権   3   3  

その他   0   －  

無形固定資産合計   3 0.1  3 0.0 

３．投資その他の資産        

投資有価証券   22   537  

関係会社株式   52   77  

出資金   0   0  

関係会社長期貸付金   －   355  

従業員長期貸付金    －   0  

破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  365   676  

長期前払費用   0   0  

長期未収入金   －   243  

投資不動産  ※４  －   241  

その他   25   8  

貸倒引当金   △365   △674  

投資その他の資産合計   101 2.1  1,465 17.4 

固定資産合計   727 15.4  2,106 25.1 

資産合計   4,737 100.0  8,400 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

買掛金 ※３  219   264  

未払金   24   58  

未払法人税等   32   6  

未払費用   12   17  

預り金   1   5  

賞与引当金   4   6  

前受収益    －   4  

その他   29   14  

流動負債合計   324 6.9  376 4.5 

 



  
第４０期 

（平成17年３月31日） 
第４１期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

繰延税金負債   0   4  

その他    －   1  

固定負債合計   0 0.0  5 0.1 

負債合計   325 6.9  382 4.6 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  11,721 247.4  6,150 73.2 

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  1,893   2,035   

２．その他資本剰余金          

（１）資本金及び資本準備
金減少差益 

 －   411   

資本剰余金合計   1,893 40.0  2,447 29.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処理損失  9,202   585   

利益剰余金合計   △9,202 △194.3  △585 △7.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1 0.0  6 0.1 

Ⅴ 自己株式 ※２  △0 △0.0  △0 △0.0 

資本合計   4,412 93.1  8,018 95.4 

負債・資本合計   4,737 100.0  8,400 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第４０期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１  2,831 100.0  4,188 100.0 

Ⅱ 売上原価        

商品期首たな卸高  951   1,171   

当期商品仕入高 ※１ 2,843   5,279   

合計  3,794   6,450   

商品期末たな卸高  1,171 2,622 92.6 2,869 3,580 85.5 

売上総利益   209 7.4  607 14.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

交通通信費  64   91   

広告宣伝費  47   47   

支払手数料  197   267   

役員報酬  29   26   

給料手当  211   258   

賞与引当金繰入額  4   6   

退職給付引当金繰入額  0   －   

貸倒引当金繰入額   －   9   

消耗品費  46   －   

租税公課  102   50   

減価償却費  10   33   

賃借料  46   －   

雑費  121 882 31.2 160 950 22.7 

営業損失   672 △23.8  342 △8.2 

 



  
第４０期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息及び配当金  21   5   

為替差益  3   124   

受取手数料  15   －   

雑収入  1 41 1.5 6 137 3.3 

Ⅴ 営業外費用        

新株発行費用  29   8   

雑損失  0 30 1.1 0 8 0.2 

経常損失   661 △23.4  213 △5.1 

Ⅵ 特別利益        

債務免除益  1,421   －   

貸倒引当金戻入益  －     0     

賞与引当金戻入益  5     －     

投資有価証券売却益   －     9     

その他   0 1,427 50.4 － 10 0.2 

Ⅶ 特別損失        

固定資産除却損 ※２ 8   0   

投資有価証券売却損    －   2   

投資有価証券評価損  －   23   

貸倒引当金繰入額  16   351   

子会社整理損  69   －   

債権売却損  441   
  
－ 
  

貸倒損失  100   －   

たな卸資産評価損   89 725 25.6 － 378 9.0 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

  39 1.4  △582 △13.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  3 0.1  3 0.1 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  36 1.3  △585 △14.0 

前期繰越損失   9,239   7,309  

減資による繰越損失填
補額  

  －   7,309  

当期未処理損失   9,202   585  

        



③【損失処理計算書】 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 

    
第４０期 

（平成17年６月29日） 
第４１期 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（当期未処理損失の処理）       

Ⅰ 当期未処理損失    9,202  585 

Ⅱ 損失処理額       

１．その他資本剰余金か 
らの振替額 

  ―   411  

２．資本準備金取崩額   1,893 1,893 173 585 

Ⅲ 次期繰越損失    7,309  ―  

     

（その他資本剰余金の処分）       

Ⅰ その他資本剰余金    ―   411 

Ⅱ その他資本剰余金処分額       

１．利益剰余金への振替
額 

 ―  ―  411 411 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

  ―   ―  

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

第４０期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、当事業年度末において、期日経過後の短期借

入金2,573百万円につき、債権者と再生プランについて協

議を重ねてまいりました結果、平成17年３月に債務の一

部免除と債務の株式化（デット・エクイティ・スワッ

プ）による金融支援により当期末において借入金ゼロの

無借金会社となりました。  

 この他、第三者割当増資による資金調達や、新株予約

権の発行により財務体質の強化にも成功いたしました。 

 しかし、経常損益面では、661百万円の経常損失を計上

するなど赤字が続いております。このような状況は、継

続企業の前提に関する疑義が存在しております。 

 これを解消するため、来期は「第二の創業の年」と位

置づけ、ダイヤモンドを中心とした宝飾品事業に特化し

た体制づくりに徹し、収益源の確保と、本社事務所の移

転等により経費削減を行いながら、安定した黒字化を進

めてまいります。 

 なお、財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表に反映し

ておりません。 

 ────────── 



重要な会計方針 

項目 
第４０期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は部分資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

ダイヤの一部……個別法による原価法 

その他の商品……移動平均法による原

価法 

商品 

ダイヤの一部……同左 

その他の商品……同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産………定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物      10～65年 

無形固定資産………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ 

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

有形固定資産………同左 

  

  

 無形固定資産………同左 

  

 長期前払費用………定額法 長期前払費用………同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

新株発行費 

同左 

 新株予約権発行費 

 支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

新株予約権発行費 

     ───── 

 



項目 
第４０期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、個

別に計算した支給見込額の当期負担額を

計上しております。 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

 当期において従業員の退職給付規程を

廃止しております。従いまして、当期末

における退職給付債務の見込額は、計上

しておりません。 

退職給付引当金 

     ───── 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。  

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

第４０期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

   （家賃収入） 

   従来、家賃収入は営業外収益として処理しておりました

が、投資不動産の取得等近年その増加傾向が見られること

を契機として、当下半期より家賃収入については売上高に

含めて処理することに変更いたしました。これは、投資不

動産の取得に伴い、当該収入が重要性を増していることか

ら、区分損益をより適切に表示するために行ったものであ

ります。当該変更により、売上高は前期と比し20百万円増

加し、営業損失及び営業外収益はそれぞれ同額減少してお

りますが、経常損失及び税引前当期純損失への影響はあり

ません。 

 なお、当中間会計期間末以降において当該収入の重要性が

増したため、当中間会計期間は、従来の方法によっており

ます。したがって当中間会計期間は、変更後の方法によっ

た場合に比べて、売上高は６百万円少なく、営業損失及び

営業外収益はそれぞれ同額多く計上されておりますが、経

常損失及び税引前当期純損失への影響はありません。  



表示方法の変更 

第４０期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました流動資産の「未収入

金」は、当期において資産の総額の100分の１以下となっ

たため、流動資産の「その他」に含めて表示することに

変更いたしました。 

 なお、当期の流動資産の「その他」に含まれる「未収

入金」は０百万円であります。 

 前期まで区分掲記しておりました投資その他の資産の

「差入保証金」は、当期において資産の総額の100分の１

以下となったため、投資その他の資産の「その他」に含

めて表示することに変更いたしました。 

 なお、当期の投資その他の資産の「その他」に含まれ

る「差入保証金」は25百万円であります。 

 （損益計算書） 

 前期まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて表

示しておりました「広告宣伝費」は、販売費及び一般管

理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「広告宣伝費」の金額は１百万円

であります。 

 前期まで区分掲記しておりました販売費及び一般管理

費の「支払報酬」は、販売費及び一般管理費の総額の100

分の５以下となったため、販売費及び一般管理費の「雑

費」に含めて表示することに変更いたしました。 

 なお、当期の販売費及び一般管理費の「雑費」に含ま

れる「支払報酬」は43百万円であります。 

 前期まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて表

示しておりました「消耗品費」は、販売費及び一般管理

費の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「消耗品費」の金額は18百万円で

あります。 

 前期まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて表示

しておりました「租税公課」は、販売費及び一般管理費

の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前期における「租税公課」の金額は11百万円で

あります。 

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示してお

りました「受取手数料」は、金額的重要性が増したため

区分掲記しました。 

 なお、前期における「受取手数料」の金額は10百万円

であります。 

（貸借対照表） 

  前期まで区分掲記しておりました「短期貸付金」（当期

末残高18百万円）は、資産の合計額の100分の1以下となっ

たため、流動資産の「その他」に含めて表示することにい

たしました。 

  前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分の

1を超えたため区分掲記いたしました。なお、前期末の「未

収入金」は、0百万であります。   

 （損益計算書） 

  前期まで区分掲記しておりました「消耗品費」（当期27

百万円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の5以下

となったため、販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて

表示することにいたしました。 

  前期まで区分掲記しておりました「賃借料」（当期26百

万円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の5以下と

なったため、販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて表

示することにいたしました。 

  前期まで区分掲記しておりました「受取手数料」（当期

0百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となった

ため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示することにい

たしました。 



追加情報 

第４０期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が29百万円増加し、

営業損失、経常損失が同額増加し、当期純利益が同額減

少しております。 

訴訟事件 

 １．当社は、株式会社ブイシンクとの業務提携契約に基

づき、前渡金返還訴訟（総額551百万円）を東京地方裁判

所に提訴しておりました。しかし、平成15年11月25日付

けで「請求を棄却する」旨判決が出され、これを不服と

して、平成15年12月９日付けで、東京高等裁判所へ控訴

し、平成16年７月21日、30百万円で和解が成立し終了し

ております。 

 ２．当社は、株式会社損害保険ジャパンに対して、保険

金請求訴訟（請求額60百万円）を東京地方裁判所に提訴

しておりましたが、平成16年４月15日付けで「請求を棄

却する」旨判決が出され、これを不服として平成16年４

月27日付けで、東京高等裁判所へ控訴し、平成16年９月

６日、30百万円で和解が成立し終了しております。 

子会社の設立 

 当社は、平成17年６月９日付で、サハ共和国で最大の

ダイヤモンド研磨会社である、EPL Diamond Ltd.社（エ

イペル ダイヤモンド社）と日本においてダイヤモンド

の輸入販売を行う子会社を設立することで基本合意いた

しました。今後、両社で設立委員会を設け、事業計画等

詳細について打合せを行う予定であります。  

１．設立の理由  

EPL Diamond Ltd.社（本社：ロシア連邦サハ共和国ヤ

クーツク市）は、サハ共和国における当社子会社とはダ

イヤモンド研磨事業において同業者ではありますが、販

売テリトリーが全く異なる（EPL社主要販売先は、主にイ

スラエル、欧米）ため、以前より友好関係にありまし

た。   

同社は、我が国のダイヤモンド市場における小売事業

への進出を希望しており、この度、日本におけるダイヤ

モンド販売に関し、あらたに当社と合弁会社設立の提案

がありました。  

        ─────────── 

 



第４０期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

同社は、サハ共和国で研磨作業員を400名以上抱える最

大のダイヤモンド研磨会社であり、今回の申し出に対し

新会社を設立して、当社の子会社とすることは大きなメ

リットがあると判断し、大筋で合意いたしました。  

なお、今回の合弁事業は、広く我が国とサハ共和国と

の親善と国益にも繋がる事業であるとの認識に立って合

意したものであります。  

また、同社は既にイスラエルにおいて、同国の大手企

業とダイヤモンド販売の合弁企業を設立・運営してお

り、販売ノウハウと実績をもっております。  

今回の合弁会社設立により、当社子会社（サハダイヤ

モンド社）以外の仕入ルートもでき、今後安定したサハ

産ダイヤモンドの輸入販売が可能になると考えておりま

す。 

２．設立する子会社の概要(予定) 

(１)商号（仮称）株式会社サハダイヤモンド・エイペル 

(２)代表者   今野 康裕      

(３)所在地   東京都墨田区千歳３丁目12番７号 

(４)主な事業の内容   ダイヤモンドの輸入及び販売 

(５)資本の額   50百万円 

(６)大株主構成および所有割合   当社 50％、

EPL Diamond Ltd.社 50％ 

３．日程（予定）  

 平成17年６月下旬    取締役会決議 

 平成17年７月下旬    設立 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第４０期 
（平成17年３月31日） 

第４１期 
（平成18年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式数 ※１．授権株式数及び発行済株式数 

授権株式数 普通株式 1,500,000千株 

発行済株式総数 普通株式 757,657千株 

授権株式数 普通株式 1,500,000千株 

発行済株式総数 普通株式 972,657千株 

※２．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式10,424

株であります。 

※２．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,024

株であります。 

※３．関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであ

ります。 

※３．関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであ

ります。 

買掛金 63百万円 売掛金 190百万円 

買掛金 81百万円 

※４．           ―──── ※４．投資その他の資産の減価償却累計額  1百万円  

 ５．平成14年６月27日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。 

 ５．平成15年６月27日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。 

資本準備金 143百万円 資本準備金 560百万円 

    平成15年６月27日開催の定時株主総会において下 

    記の欠損てん補を行っております。 

 ６. 資本の欠損の額は9,202百万円であります。 

 ７. 配当制限  

    商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価 

    を付したことにより、増加した純資産額は、1百万

    円であります。 

資本準備金 560百万円 

    平成16年６月29日開催の定時株主総会において下 

    記の欠損てん補を行っております。 

 ６. 資本の欠損の額は585百万円であります。 

 ７. 配当制限  

    商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価 

    を付したことにより、増加した純資産額は、6百万

    円であります。 

資本準備金 336百万円 

第４０期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社からの仕入高       1,027百万円 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

   関係会社への売上高         430百万円 

   関係会社からの仕入高       1,324百万円 

※２．固定資産除却損は、建物附属設備6百万円、工具器

具備品2百万円であります。 

※２．固定資産除却損は、工具器具備品0百万円でありま

す。 



（リース取引関係） 

    前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）において、当社は、注記の必要なリース取引がないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

  
第４０期 

（平成17年３月31日） 

  
第４１期 

（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

貸倒損失及び貸倒引当金超過 2,672百万円 

商品評価損引当金 63百万円 

繰越欠損金 3,999百万円 

その他 13百万円 

評価性引当額 △6,748百万円 

繰延税金資産計 0百万円 

繰延税金負債 △0百万円 

繰延税金負債計 △0百万円 

繰延税金資産の純額 0百万円 

繰延税金資産   

貸倒損失及び貸倒引当金超過 2,805百万円 

棚卸資産評価損否認額 28百万円 

繰越欠損金 2,786百万円 

その他 12百万円 

評価性引当額 △5,632百万円 

繰延税金資産計 0百万円 

繰延税金負債 △4百万円 

繰延税金負債計 △4百万円 

繰延税金負債の純額 △4百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率            40.5％ 

（調整） 

税務上の繰越欠損金の利用     △40.5％ 

その他                0.1％  

税効果会計適用後の 

法人税の負担率            0.1％ 

 法定実効税率            40.7％ 

（調整） 

税務上の繰越欠損金の利用     △40.7％ 

その他                0.5％  

税効果会計適用後の 

法人税の負担率            0.5％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

項目 
第４０期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 5円82銭 8円24銭 

１株当たり当期純利益金額又は１株

当たり当期純損失金額（△） 
0円07銭 △0円66銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
 0円05銭 －円－銭 

    

  なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの、1株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

 
第４０期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第４１期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当

期純損失金額 
  

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円） 
36 △585 

普通株主に帰属しない金額（百万円）  － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（百万円） 
36 △585 

期中平均株式数（株） 485,280,573 883,595,122 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 199,271,220 － 

（うち新株予約権） (199,271,220) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

     ─────── 

新株予約権２種類（新株予約権の

数341個）。なお、新株予約権の概

要は、「第４ 提出会社の状況、 

１ 株式等の状況、（2）新株予約

権の状況」に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

資本減少  

 当社は、平成17年６月29日開催の当社定時株主総会において、資本減少の議案を上程し決議されました。その

内容および今後の日程は次の通りであります。  

 １．減少すべき資本の額 

 資本の額 11,721,091,885円（平成17年３月31日現在）を7,721,091,885円減少して、4,000,000,000円（予

定）とする。    

 ２．資本減少の方法  

 発行済株式総数の変更は行わない。（資本の額のみ変更）  

   ３．減少すべき資本のうち欠損の填補に充つるべき金額 7,309,600,764円。なお、減少すべき資本の額との差額

411,491,121円は、その他資本剰余金に振り替える。 

 ４．今後の日程  

 (１)債権者異議申述公告       平成17年６月30日（木）  

 (２)債権者異議申述最終期日      平成17年８月１日（月）   

 (３)減資の効力発生日        平成17年８月２日（火） 

   （注）上記日程中、下記については、平成17年７月20日開催の取締役会におきまして下記の日程に変更しておりま

す。   

 (２)債権者異議申述最終期日      平成17年８月22日（月）   

 (３)減資の効力発生日        平成17年８月23日（火） 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はございません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

           【株式】 

           【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりであります。 

   ２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」、及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

 投資有価証

券 

その他有

価証券  

 ㈱田崎真珠 

 ㈱京王ズ 

 丸大証券㈱ 

 丸三証券㈱ 

246,000 

267 

100,000 

1,000 

175 

39 

20 

1 

 その他（６銘柄） 178,260 0 

小計 525,527 237 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

 投資有価証

券 

その他有

価証券  

（投資信託受益証券）      

 証券投資信託受益証券（１銘柄） 3,000,000 300 

小計 3,000,000 300 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 184 44 ― 228 17 15 211 

機械及び装置 0 1 ― 1 0 0 1 

車両運搬具 11 2 ― 13 8 1 4 

工具器具備品 47 57 10 94 40 15 53 

建設仮勘定  51 18 70 ― ― ― ― 

土地  366 ― ― 366 ― ― 366 

有形固定資産計 661 122 80 704 66 32 637 

無形固定資産        

電話加入権 ― ― ― 3 ― ― 3 

ソフトウエア  ― ― ― ― ― ― ― 

無形固定資産計 ― ― ― 3 ― ― 3 

投資不動産  ― 242 ― 242 1 1 241 

 長期前払費用 0 ― ― 0 0 0 0 

      

  投資不動産 増加額（百万円） 銚子マンション  88 日本橋土地  125 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、11,024株であります。 

２．当期増加額は、新株予約権の行使によるものであります。 

３．当期減少額は、前期決算の欠損てん補によるものであります。 

４．当期減少額は、減資によるものであります。 

５．当期増加額は、減資による欠損てん補に充つるべき金額と減少すべき資本の額との差額であります。 

【引当金明細表】 

 （注）   １．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

２．賞与引当金の当期減少額「その他」は、過年度の過引当分の取崩しによるものであります。    

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円）（注）２、４ 11,721 2,150 7,721 6,150 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式   

（注）１、２ 
（株） (757,657,884) (215,000,000) ― (972,657,884) 

普通株式   

（注）２、４ 
（百万円） 11,721 2,150 7,721 6,150 

計 （株） (757,657,884) (215,000,000) ― (972,657,884) 

計 （百万円） 11,721 2,150 7,721 6,150 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金

（注）２、３ 
（百万円） 1,893 2,035 1,893 2,035 

（その他資本剰余

金） 

資本金及び資本準

備金減少差益

（注）５ 

（百万円） 

― 411 ― 411 

計 （百万円） 1,893 2,447 1,893 2,447 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 377 366 44 3 696 

賞与引当金 4 13 11 0 6 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 60 

預金の種類  

当座預金 998 

普通預金 762 

別段預金 ― 

小計 1,761 

合計 1,822 

相手先名 金額（百万円） 

㈱ビジョン商会 17 

㈱ビセイ 14 

㈱ジュエリー・ミウラ 9 

㈱ユウビドウジェム 7 

㈲込山商会 5 

その他 56 

合計 111 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 37 

５月 24 

６月 27 

７月 18 

８月 3 

９月 ―  

10月以降 ―  

合計 111 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）関係会社短期貸付金 

６）関係会社長期貸付金 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリング 190 

㈱サマンサタバサジャパンリミテッド 47 

㈱エム・ティー・エス  25 

ジージーピープランニング  23 

スターダイヤモンド㈲ 21 

その他 284 

合計 593 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 
(A)＋(D) 
───── 
２ 

÷ 
(B) 
───
365 

518 4,320 4,245 593 87.7 47.0 

品名 金額（百万円） 

宝飾品 2,869 

合計 2,869 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド 297 

㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリング 23 

㈱サハダイヤモンド・エイペル  9 

合計 331 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド 355 

合計 355 



７）破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権 

② 負債の部 

１）買掛金 

(3）【その他】 

①決算日後の状況  

特記事項はありません。 

相手先名 金額（百万円） 

㈱アムールコーポレーション 345 

㈱アイビーエス 107 

㈲アートプレス 70 

㈱サン 50 

㈱ジェムナカムラ 38 

その他 63 

合計 676 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド 81 

MAXER INTERNATIONAL JEWELLRY CO，LTD． 37 

㈱賛光 25 

HINI STAR LIMITED. 17 

㈲サンガヴィジュエリートウキョウ 14 

その他 87 

合計 264 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

     当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が

できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。  

     公告掲載URL 

     http://www.sakha.co.jp/ir.htm 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 1,000,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額  

株券喪失登録に伴う手数料  
１．喪失登録    １件につき10,000円  

２．喪失登録株券  １枚につき500円  

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

 公告掲載方法 日本経済新聞  

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。  

(１）有価証券報告書及びその添付書類  

事業年度(第40期) (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局長に提出  

(２）半期報告書  

(第41期中) (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月20日関東財務局長に提出 

(３）有価証券報告書の訂正報告書  

平成18年２月７日関東財務局長に提出 

事業年度(第40期) (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(４）半期報告書の訂正報告書  

平成18年２月７日関東財務局長に提出 

(第41期中) (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)の半期報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

株式会社サハダイヤモンド   

取締役会 御中  

 藤井幸雄公認会計士事務所 

 公認会計士 藤井 幸雄  印 

 岩田元男公認会計士事務所 

 公認会計士 岩田 元男  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サハダイヤモンド及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載のとおり、連結経常損益面では、979百万円の経常損失

を計上するなど赤字が続いている旨記載があり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する

経営計画等は当該注記に記載されている。  

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していな

い。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

株式会社サハダイヤモンド   

取締役会 御中  

 藤井幸雄公認会計士事務所 

 公認会計士 藤井 幸雄  印 

 橘内公認会計士事務所 

 公認会計士 橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サハダイヤモンド及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

株式会社サハダイヤモンド   

取締役会 御中  

 藤井幸雄公認会計士事務所 

 公認会計士 藤井 幸雄  印 

 岩田元男公認会計士事務所 

 公認会計士 岩田 元男  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サハ

ダイヤモンドの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載のとおり、経常損益面では、661百万円の経常損失を計

上するなど赤字が続いている旨記載があり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

計画等は当該注記に記載されている。  

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

株式会社サハダイヤモンド   

取締役会 御中  

 藤井幸雄公認会計士事務所 

 公認会計士 藤井 幸雄  印 

 橘内公認会計士事務所 

 公認会計士 橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サハ

ダイヤモンドの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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